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３ 平成２６年度介護報酬改定の概要について

○ 平成２６年１月１５日に開催された第９８回社会保障審議会介護給付費分科会におい

て、消費税率８％への引上げに伴う平成２６年度介護報酬改定関係の資料が示されてい

ます。

○ 当該資料には、各サービスごとの単位数や区分支給限度基準額の具体的な改定案が示

されており、詳細については各サービス編を参照してください。

○ 当該資料は、次の厚生労働省のホームページからご覧いただけます。

・ 第９８回社会保障審議会介護給付費分科会資料

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000034731.html

○ なお、正式には「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 （平成１」

２年厚生省告示第１９号）等の各サービスごとの介護報酬告示等の改正によることとな

ります。
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４ 介護職員処遇改善加算について

１ 平成２６年度介護職員処遇改善加算の算定について

(1) 平成２５年度に引き続き平成２６年度も算定する場合は、平成２６年２月２８日までに、

平成２６年度介護職員処遇改善加算届出書等を提出することとされていたが、未提出の場合

は、至急提出すること。

(2) 介護職員処遇改善加算の対象職員は、指定基準上の訪問介護員等、介護職員、指定（介護

予防）小規模多機能居宅介護従業者（看護師、准看護師として配置されている者を除く ）又。

（ ） 、は 介護予防 指定認知症対応型共同生活介護の介護従業者として勤務する者が対象であり

他の職種にのみ従事している者は対象とならない。

２ 平成２５年度介護職員処遇改善加算の実績報告について

(1) 平成２５年度に当該加算を算定している事業者は、平成２６年７月末日までに、実績報告

書を提出すること。

(2) 記入例を参考にして作成すること。

(3) 別紙様式５の①「平成２５年度分介護職員処遇改善加算総額」には、平成２５年４月～平

成２６年３月サービス提供分までの加算総額（利用者負担額を含む）を記入する。

、 、 。 、ただし 取扱いとして 平成２６年３月サービス提供分の月遅れ請求分は含まない 逆に

平成２５年３月サービス提供分の月遅れ請求分は含める。

(4) つまり、国保連における平成２５年５月～平成２６年４月審査分までの加算総額（利用者

負担額を含む）を記入することになる。

※＜国保連から通知されている金額を足しあげること。＞

(5) 実績報告で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回った場合、加算の算

定要件を満たしていないため、全額返還となる （差額の返還ではない ）。 。

また、実績報告を提出しない場合も全額返還となるので、必ず期限までに提出すること。

(6) 仮に現時点で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回っている場合は、

一時金や賞与として追加支給すること。

国保連から通知されている金額には、保険給付分の利用者負担額は含まれているが、区分※

支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額は含まれていないため、区分支給限度基準額

、 。を超えたサービスに係る加算額を利用者から徴収している場合は その金額を合算すること
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３ 介護職員処遇改善加算の届出及び実績報告にかかる留意点について

(1) 介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）については、全ての介護職員に対し、文書等

（文書通知・回覧・掲示、メールによる通知）により周知してください。

また （別紙様式２）の⑤「賃金改善を行う方法」については、賃金改善を行う項目、

ごとに具体的に記載してください。実績報告書（別紙様式５）の⑥の記載についても、

同様です （記入例参照のこと ）。 。

平成24年3月16日付け厚生労働省Ｑ＆Ａ 青本Ｐ1180

（問231）賃金改善等の処遇改善計画の介護職員への周知方法の確認について、回覧形式

で判子を押印した計画書の写しを提出させること等が考えられるが、具体的にど

のように周知すればよいか。

（答）賃金改善計画等の周知については、全従業者が閲覧できる掲示板等への掲示や全従業者

への文書による通知等が考えられるが、各法人・事業所において適切な方法で実施するこ

とが必要である。

(2) 賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから、対象とする賃金項目を特定した上で行

いますが、賃金改善を行う項目については明確に周知してください。

また、特定した賃金項目を含め、特段の事情なく賃金水準を引き下げることはできま

。せん

平成24年3月16日付け厚生労働省通知（抜粋） 青本Ｐ1163

賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから対象とする賃金項目を特定した上で行う

ものとする。この場合、特定した賃金項目を含め、賃金水準を低下させてはならない。

なお、賞与等において、経常利益等の業績に連動して支払額が変動する部分が業績に

に応じて変動することを妨げるものではないが、本加算に係る賃金改善は、こうした変

動と明確に区分されている必要がある。

(3) 非正規職員として勤務していた者を、正規職員に転換した場合、転換したことに伴う

給与の増加分は賃金改善額には含まれません。同様に、職員を増員した場合の増員分の

賃金も賃金改善額には含まれません。

平成21年12月21日付け「介護職員処遇改善交付金説明会資料」P36

（問62）平成２１年３月まで非正規職員として勤務していた者を、同年４月以降に正規職

員に転換した場合、これに伴う給与の増加分は、賃金改善額と考えてよいか。

（答）よくない。平成２１年３月までの賃金算定ルールを、当該職員に適用した場合の給与

（言い換えれば、当該職員が、平成２１年３月以前に正規職員として勤務していたと仮定

） 、 、 。した場合の給与 と比較し 増加していれば その増加分のみが賃金改善額と考えられる
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別紙様式２ 

介護職員処遇改善計画書(平成２６年度届出用) 記入例

事業所等情報  介護保険事業所番号 

フリガナ ﾐｺﾛ ﾊｺﾛ ｶｲｺﾞｻｰﾋﾞｽ ｶﾌﾞｼｷｶﾞｲｼｬ
事業者・開設者 

名  称 ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社 

 〒700-0913
都・道

岡山 府・県 岡山市北区大供三丁目１番１８号 ＫＳＢ会館４階
 主たる事務所の 

 所在地  電話番号  ０８６－０００－００００ FAX 番号  ０８６－０００－００００ 

フリガナ
事業所等の名称 

名  称 別紙一覧表による 

提供する

 サービス

 〒 
都・道
府・県

事業所の所在地 

 電話番号  FAX 番号  

※事業所等情報については、複数の事業所ごとに一括して提出する場合は「別紙一覧表による」と記載すること。 

(1) 賃金改善計画について(本計画に記載された金額については見込みの額であり、申請時以降の運営状況(利用者数等)、 
人員配置状況(職員数等)その他の事由により変動があり得るものである。) 

① 平成２６年度介護職員処遇改善加算の見込額(総額) ３，２００，０００  円

② 賃金改善所要見込額(総額) ３，６００，０００ 円

※②については、法定福利費等の賃金改善に伴う増加分も含むものとする。
※他の都道府県等に所在する複数の事業所等を一括して作成し、提出する場合は添付書類２及び添付書類３を添付すること。

賃金改善の方法について

③  賃金改善を行う給与項目 
基本給、［ 夜 勤 ］手当、［   ］手当、［   ］手当、賞与(一時金) 
その他（                             ） 

 ④  賃金改善実施期間 平成２６年 ６月 ～ 平成２７年 ５月   

※ ④については原則各年４月～翌年３月までの連続する期間を記入すること。なお、当該期間の月数は加算の対象月数を超えてならない。 

 賃金改善を行う方法(一人当たりの平均賃金改善月額等についても可能な限り具体的に記載すること。なお、当該改善額は見込みかつ 

 全体の平均で、法定福利費等の増加額も含み、税引き前であるため、実際の個々人の手取り額とは必ずしも一致しない。） 

※③の賃金改善を行う項目ごとに、賃金改善額・実施時期等を具体的に記載すること。

○介護職員の基本給を、常勤職員は月額１０，０００円、非常勤職員は時給を７０円引き上げる。（平成２４年６月～） 

○介護職員の夜勤手当を、常勤・非常勤職員ともに１回につき１，０００円引き上げる。（平成２４年６月～）

○介護職員の賞与を、常勤・非常勤職員ともに、通常の賞与支給額に２５，０００円ずつ上乗せして支給する。（平成２６年６月、１２月）

以上により、介護職員一人当たりの平均賃金を月額１５，０００円改善する。 

⑤ 

 (任意記載事項)賃金改善前の状況について記載されたい。 

⑥ 
介護職員賃金総額 
(月額平均)     ４，４００，０００

円 ⑦
一人当たり介護職員 
賃金額(月額平均)     ２２０，０００

円 

 (2) 賃金改善以外の処遇改善について（別紙様式６を作成している場合、記載を省略できる。）

平成 21年４月以降に実施した(又は実施予定の)事項について必ず１つ以上に○をつけること。 

処遇全般 
 賃金体系等の人事制度の整備 ・ 非正規職員から正規職員への転換 ・ 短時間正規職員制度の導入 
 昇給又は昇格等の要件の明確化 ・ 休暇制度、労働時間等の改善 ・ 職員の増員による業務負担の軽減 
 その他(                                       )

教育・研修 
人材育成環境の整備 ・ 資格取得、能力向上のための措置
能力向上が認められた職員への処遇、配置の反映
その他( ) 

職場環境 

出産、子育て支援の強化 ・ ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化
事故、トラブルへの対応マニュアル等の作成 ・ 介護補助器具等の購入、整備等
健康診断、腰痛対策、こころの健康等の健康管理面の強化 ・ 職員休憩室、分煙スペース等の整備
労働安全衛生対策の充実 ・ 業務省力化対策
その他( ) 

その他 

上記については、雇用するすべての介護職員に対し周知をしたうえで、提出していることを証明いたします。 

                                         平成２６年 ２月２０日  (法 人 名) ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社

                                                               (代表者名)    代表取締役 見頃 葉子 印

事業所が１つの場合は、介護保険事業所番号

事業所等の名称、サービス、所在地等を記入

必ず①＜②とすること。

同額は不可。

平成２５年度処遇改善加算の賃金

改善実施期間と重複しないこと。
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Ⅰ　提出書類（※については、該当事業者のみ）

１部

１部

Ⅱ　平成２５年度処遇改善加算届出書（計画書）情報

Ⅲ　確認項目

※岡山市使用欄

21　法定福利費（事業主負担増加額）が過大ではないか

 岡山市参考様式　賃金改善所要額の積算根拠資料

20　積算根拠資料における計算は合っているか

不備事項等
チェック欄

岡山市事業者

１　別紙様式５　介護職員処遇改善実績報告書 １部

様　　 式　 　名

１　届出年月日　　

１部

◎　このチェックリスト １部

※別紙様式５（添付書類３）　　　〃　　　（市町村一覧表）

※別紙様式５（添付書類２）　　　〃　　　（都道府県状況一覧表）

２　別紙様式５（添付書類１）　　　〃　　　（事業所一覧表）　　

３　岡山市参考様式　賃金改善所要額の積算根拠資料　　

返還請求

受付番号

10　日付、法人名、代表者名の記載があるか

12　事業所ごとに記載しているか

11　報告書への押印（代表者印）があるか

受付年月日  　年　 　月 　　日
補正依頼

－

９　⑧介護職員一人当たり賃金改善額＝⑦÷③となっているか

13　事業所ごとの加算額は、利用者負担額を含んだ額となっているか

 別紙様式５（添付書類１）　実績報告書（事業所一覧表）

８　また、その金額（法定福利費等を除く）は、②の期間内に支払ったものか

４　⑤一人当たり賃金月額＝④÷③となっているか

３　②賃金改善実施期間は、処遇改善計画書(1)④と一致しているか

１　年度の記載があるか

２　①の金額は、別紙様式５（添付書類１）の加算額の計と一致するか

５　⑥は、改善した給与項目・金額、実施時期等、具体的に記載されているか

２　賃金改善実施期間

平成　　年　　月　　日

平成　　年　　月～平成　　年　　月

確　　認　　事　　項

６　⑥の記載内容は、積算根拠資料の内容と整合がとれているか

７　⑦記載の総額は、積算根拠資料の計と一致しているか

 別紙様式５　介護職員処遇改善実績報告書

事業者
不備事項等

チェック欄
岡山市

補正結果 補正結果１次ﾁｪｯｸ者 ２次ﾁｪｯｸ者 補正依頼

１部

岡山市 備　　　考

平成 ２５ 年度介護職員処遇改善加算実績報告書チェックリスト

事業者記入欄区　　　分

担当者名・電話番号 　　　　　－　　　－法人名
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別紙様式５

岡山市長　　様

① 3,200,000 円 ←

H25年4月～H26年3月
サービス提供分までの
加算総額（利用者負担
額を含む）を記入する。

② 　平成　２５年　６月～平成　２６年　５月

③ 240.0 ←
月ごとの常勤換算数を
合計する。小数点２位
以下切り捨て。

④ 56,400,000 円 ←
賃金には、退職手当を
除き、労働法規上の
賃金すべてを含む。

⑤ 235,000 円 ←
自動計算・入力不要
（１円未満切り捨て）

○介護職員の基本給を、常勤職員は月額10,000円、非常勤

　職員は時給を70円引き上げた。　（平成２４年６月～）

○介護職員の夜勤手当を、常勤・非常勤ともに１回につき、 ←

　1,000円引き上げた。　（平成２４年６月～）

○介護職員の賞与を、常勤・非常勤ともに、通常の賞与支給額

　に25,000円ずつ上乗せして支給した。（平成２５年６月、12月）

以上により、介護職員一人当たりの平均賃金を月額15,000円

改善した。

⑦ 3,600,000 円 ←
岡山市参考様式の賃金
改善所要額（ア＋イ）と
一致すること。

⑧ 15,000 円 ←
自動計算・入力不要
（１円未満切り捨て）

※ ①については、別紙様式５（添付書類１）により内訳を添付すること。

※ ⑦については、積算の根拠となる資料を添付すること。（原則として岡山市参考様式を使用すること。）

※ 届出をする法人が、複数の都道府県に介護サービス事業所を有する場合は、別紙様式５（添付書類２）を添付

※

　上記について相違ないことを証明します。

平成２６年　７月１０日

（法人名）　 ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社

（代表者職・氏名）　 　代表取締役　　見頃　葉子　　　　　　　　　　　　印

介護職員処遇改善実績報告書（平成２５年度）　記入例

⑥

平成２５年度分介護職員処遇改善加算総額

賃金改善を行った項目
ごとに、賃金改善額・
実施時期等を具体的
に記載すること。

場合）は、別紙様式５（添付書類３）を添付すること。

加算による賃金改善実施期間

介護職員常勤換算数（②の期間の総数）

介護職員に支給した賃金額（②の期間の総額）

介護職員一人当たり賃金月額（④÷③）

賃金改善所要額　（⑥に要した費用の総額）
（法定福利費等を含む）

介護職員一人当たり賃金改善月額（⑦÷③）

すること。

届出をする法人が有する介護サービス事業所の指定権者が複数である場合（岡山市外の事業所が含まれる

②の期間において実施した賃金改善の概要

（改善した給与の項目及びその金額等につい
て具体的に記載すること。）
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別紙様式５（添付書類１）

事業所の名称 指定権者 サービス名

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ミコロ ヘルパーステーション 岡山市 （介護予防）訪問介護 700,000 円

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １ ハコロ ショートステイセンター 岡山市 （介護予防）短期入所生活介護 900,000 円

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ 倉敷グループホーム 倉敷市
（介護予防）
　認知症対応型共同生活介護

1,000,000 円

３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ３ 瀬戸内デイサービスセンター 岡山県 （介護予防）通所介護 600,000 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

合計 3,200,000 円

 ページ数　 総ページ数
　　　　　  ／

介護職員処遇改善実績報告書（事業所一覧表）　記入例

介護保険事業所番号
介護職員処遇改善

加算額

法人名 　ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社

岡　山　県

　　※岡山県内の事業所について、記入してください。

　　※指定権者が複数の場合（岡山市外の事業所が含まれる場合）
　　　は、別紙様式５（添付書類３）も提出が必要です。

　　※指定権者について
　　　・岡山市内の介護サービス事業所　⇒　岡山市
　　　・倉敷市内の介護サービス事業所　⇒　倉敷市
　　　・新見市内の介護サービス事業所　⇒　新見市
　　　・上記以外の介護サービス事業所
　　　　　　（地域密着型サービス以外）⇒　岡山県
　　　　　　（地域密着型サービス　　）⇒　各市町村

  ※合計額が、別紙様式５の①の
　「平成２５年度分介護職員処遇
　　改善加算総額」と一致してい
　　るか確認してください。

　＜県外に事業所がある場合は、別紙
　　様式５（添付書類２）の岡山県欄
　　の額と一致する。＞
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別紙様式５（添付書類２）

（単位：円）

都道府県

北海道 円 円 円 円

青森県 円 円 円 円

岩手県 円 円 円 円

宮城県 円 円 円 円

秋田県 円 円 円 円

山形県 円 円 円 円

福島県 円 円 円 円

茨城県 円 円 円 円

栃木県 円 円 円 円

群馬県 円 円 円 円

埼玉県 円 円 円 円

千葉県 円 円 円 円

東京都 円 円 円 円

神奈川県 円 円 円 円

新潟県 円 円 円 円

富山県 円 円 円 円

石川県 円 円 円 円

福井県 円 円 円 円

山梨県 円 円 円 円

長野県 円 円 円 円

岐阜県 円 円 円 円

静岡県 円 円 円 円

愛知県 円 円 円 円

三重県 円 円 円 円

滋賀県 円 円 円 円

京都府 円 円 円 円

大阪府 円 円 円 円

兵庫県 円 円 円 円

奈良県 円 円 円 円

和歌山県 円 円 円 円

鳥取県 円 円 円 円

島根県 円 円 円 円

岡山県 円 円 円 円

広島県 円 円 円 円

山口県 円 円 円 円

徳島県 円 円 円 円

香川県 円 円 円 円

愛媛県 円 円 円 円

高知県 円 円 円 円

福岡県 円 円 円 円

佐賀県 円 円 円 円

長崎県 円 円 円 円

熊本県 円 円 円 円

大分県 円 円 円 円

宮崎県 円 円 円 円

鹿児島県 円 円 円 円

沖縄県 円 円 円 円

全国計 円 円 円 円

※　本葉式の作成にあたっては、積算の根拠となる書類を添付すること。

介護職員処遇改善実績報告書（都道府県状況一覧表）

法人名

介護職員処遇改善加算額 賃金改善所要額
他都道府県事業所等の介護
職員の賃金改善の原資として

充当する額

他都道府県の事業所等で
受けた加算額を原資として

改善する額
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別紙様式５（添付書類３）

岡　山　県
（単位：円）

指定権者

岡山市 円 1,790,000 円 円 円

倉敷市 円 1,220,000 円 円 円

岡山県 円 590,000 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

合計 円 3,600,000 円 円 円

　ページ数　　　総ページ数
　　　　　　　／

3,200,000

600,000

1,600,000

1,000,000

介護職員処遇改善実績報告書（市町村一覧表）（再掲）　記入例

　ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社法人名

他都道府県の事業所等で
受けた加算額を原資として

改善する額

他都道府県事業所等の介護
職員の賃金改善の原資として

充当する額
賃金改善所要額介護職員処遇改善加算額

　※別紙様式５（添付書類１）（事業所一覧表）に
　　記載されている事業所について、指定権者ごと
　　に集計して内訳を記入してください。

  ※合計額が、別紙様式５の⑦の
　「賃金改善所要額」と一致して
　　いるか確認してください。

　＜県外に事業所がある場合は、別紙
　　様式５（添付書類２）の岡山県欄
　　の額と一致する。＞

  ※合計額が、別紙様式５の①の
　「平成２５年度分介護職員処遇
　　改善加算総額」と一致してい
　　るか確認してください。

　＜県外に事業所がある場合は、別紙
　　様式５（添付書類２）の岡山県欄
　　の額と一致する。＞
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岡山市参考様式

法　人　名

(単位：円）

3,600,000 ←
自動計算
入力不要

　ア 3,600,000 ←
自動計算
入力不要

1,800,000

440,000

240,000

1,120,000

イ

（注）

・

・

・

・

・

　アに対応した法定福利費の事業主
　負担増加額

（　　　　　　　）手当

（　　　　　　　）手当

（　　　　　　　）手当

賞与（一時金）

基本給（日給）

基本給（時給）

（　　夜勤　　）手当

その他（　　　　　　　　　）

　個々の職員別、月別の内訳の提出は不要であるが、賃金改善所要額を算出した
基礎資料については、加算を賃金改善に充てたことがわかる書類とともに、実績報
告後５年間保管しておくこと。

　アには、法定福利費の事業主負担増加額を含まない。

　改善した給与項目のうち、加算を充当しなかったものについては、記入不要。

賃金改善所要額 （別紙様式５の⑦） の積算根拠資料　記入例

　イの額に加算を充当しなくても、賃金改善所要額が加算受給総額を上回る場合
は、イへの記入は不要

　別紙様式５の⑥の記載内容に対応するよう記入すること

ミコロ・ハコロ介護サービス株式会社

　賃金改善所要額（ア＋イ）

　賃金改善額

基本給（月給）

-42-



５ 居宅介護支援及び介護予防支援事業の基準条例の制定について

（居宅サービス等の基準条例の一部改正について）

１ 経過及び趣旨

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（第３次一括法 」において、これまで国が定めていた居宅介護支援事）

業所 介護予防支援事業所の指定基準 人員及び運営に関する基準 を 指定都市 市、 （ ） 、 （

町村）の条例で定めることとされました。

そこで、これまで国が定めていた基準省令に代わる条例を制定し、平成２６年４月

１日から施行します （ただし、現時点では条例、条例施行規則及び解釈通知は案で。

あり、内容が変わることがあります ）。

なお、居宅介護支援・介護予防支援以外の、介護保険サービス等の人員、設備及び

運営に関する基準については、平成２５年４月１日から岡山市の条例で定めていると

ころです。

２ 独自基準の概要

岡山市は、総合福祉の拠点都市として、高齢者が安心して生活できる介護体制の整

備を進め、より質の高いサービスの提供が支援できるよう、次のような独自基準を定

めます。

（一般原則） 《頁》

１ 暴力団員の排除 ･･････ ４４

２ 虐待防止責任者の設置及び虐待防止研修の実施 ･･････ ４６

３ 地域包括支援センターとの連携（地域ケア会議への参加） ･･････ ４７

（運営基準）

４ 多様な手法を用いた評価 ･･････ ４９

５ 成年後見制度の活用支援 ･･････ ５０

６ 研修の機会確保 ･･････ ５１

７ 運営規程の整備 ･･････ ５２

８ 記録の保存期間を２年から５年へ延長 ･･････ ５４

９ 相談者のプライバシーを確保 ･･････ ５６

･･････ ５７３ 居宅サービス等の基準条例の一部改正について

上記独自基準の「３ 地域包括支援センターとの連携（地域ケア会議への参加 」）

の部分については、平成２５年４月１日に制定した居宅サービス等の基準条例につい

ても、居宅介護支援及び介護予防支援の条例と同様の内容に改正しています。

（ただし、現時点では案であり、内容が変わることがあります ）。
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１ 暴力団員の排除

○基準条例

事業者の役員又は事業所の管理者が岡山市暴力団排除基本条例に定める暴

力団員でないこととする規定を新設します。

○対象サービス

居宅介護支援，介護予防支援

○条例の考え方

居宅介護支援の事業活動により，暴力団の活動を助長し，又は暴力団の運

営に資することのないよう，暴力団員を排除し，利用者が安心してサービス

の利用ができる環境を整備します。

【居宅介護支援条例（案）の例】

（一般原則）

第３条 法第７９条第２項第１号の条例で定める者は，法人とする。

２ 前項に定める者の役員（業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれ

らに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を有する者である

かを問わず，事業を行う者に対し業務を執行する社員，取締役，執行役又

はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含

む ）及び当該申請に係る事業所を管理する者は，岡山市暴力団排除基本。

条例（平成２４年市条例第３号）第２条第２号に規定する暴力団員であっ

てはならない。

３～４ （略）

《解釈通知（案 》）

第１ 基準条例の性格及び総論

基準省令解釈通知中「第一 基準の性格」とあるのは「第１ 基準条例の性格

及び総論」と読み替え，第一の４の次に次の内容を加える。

５ 一般原則

(1) 申請者の要件（第３条第１項）

指定居宅介護支援事業者の指定の申請者は法人でなければならない。
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(2) 暴力団員の排除（第３条第２項）

介護保険事業により暴力団の活動を助長し，又は暴力団の運営に資するこ

とのないよう，指定居宅介護支援事業者の役員及び当該指定に係る事業所の

管理者（以下「役員等」という ）は，暴力団員であってはならないことを。

規定したものである。そのため，本市においては，指定居宅介護支援事業者

， ，の指定を受けようとする者は申請書に 役員等の変更に伴うものは変更届に

役員等が暴力団員でない旨の誓約書に役員等名簿を添付して提出しなければ

平成２６年４月１日において現に指定を受けならないこととする。ただし，

ている全ての指定居宅介護支援事業者は，同日における当該指定に係る事業

所の役員等について，前記にかかわらず，平成２６年４月末日までに，役員

等が暴力団員でない旨を誓約書に役員等名簿を添付して市長に提出するもの

とする。

-45-



２ 虐待防止責任者の設置及び虐待防止研修の実施

○基準条例

利用者の人権擁護，虐待防止等のため，責任者の設置，研修の実施等を努

力義務とする規定を追加します。

○対象サービス

居宅介護支援，介護予防支援

○条例の考え方

利用者の人権の尊重を図り，虐待の防止を推進することは，介護保険サー

ビスにおいて重要であることから，虐待防止責任者の設置及び虐待防止研修

の実施の規定を設けます。

【居宅介護支援条例（案 】）

（一般原則）

第３条 （略）

， ， ，４ 指定居宅介護支援事業者は 利用者の人権の擁護 虐待の防止等のため

規則で定める責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに，その

従業者に対し，研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならな

い。

【規則（案 】）

（虐待防止責任者）

第２条 条例第3条第４項に規定する規則で定める責任者は，指定居宅介護支

援事業所ごとに従業者の員数が２以上の場合に設置するものとする。

《解釈通知（案 》）

第１ 基準条例の性格及び総論

５ 一般原則

(1)～(3) （略）

(4) 人権の擁護及び虐待の防止等（第３条第４項）

指定居宅介護支援事業者は，利用者の人権の擁護，虐待の防止等のための

体制の確保に係る責任者（以下「 」という ） するこ虐待防止責任者 を選任。

と。ただし，当該指定居宅介護支援事業所の従業者の員数が１人の場合は，

この限りでない。

指定居宅介護支援事業者は，従業者に対し 「高齢者虐待の防止，高齢者，

の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）の趣旨

及び内容を十分に踏まえた すること。研修を実施
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３ 地域包括支援センターとの連携（地域ケア会議への参加）

○基準条例

， ，地域包括支援センターから求めがあった場合には 地域ケア会議に参加し

地域包括支援センターの行う包括的支援事業その他の事業に協力することと

します。

○対象サービス

居宅介護支援，介護予防支援，

※居宅サービス等の基準条例についても、同様の内容に改正しています。

○条例の考え方

第５期計画の基本目標にもなっている「地域包括ケアシステム」では，地

域包括支援センターが重要な位置付けとなることから，地域の包括的な支援

に向けて，地域包括支援センターとの連携を強化します。

【居宅介護支援条例（案 】）

（一般原則）

第３条 （略）

３ 指定居宅介護支援事業者は，地域包括支援センター（法第１１５条の４

６第１項に規定する地域包括支援センターをいう。以下同じ ）から求め。

があった場合には，地域ケア会議に参加し，又は地域包括支援センターの

行う包括的支援事業その他の事業に協力するものとする。

《解釈通知（案 》）

第１ 基準条例の性格及び総論

５ 一般原則

(3) 地域包括支援センターとの連携（第３条第３項）

地域包括ケアシステムでは，地域包括支援センターが重要な位置付けとな

ることから，指定居宅介護支援事業者は，地域における包括的な支援に向け

て，地域包括支援センターとの連携を強化することとしたものである。

指定居宅介護支援事業者は，地域包括支援センターから求めがあった場合

には，地域ケア会議に参加し，又は地域包括支援センターの行う包括的支援

事業その他の事業に協力すること。なお，地域ケア会議に参加した場合は，

専門的な見地からの意見を述べるよう努めること。
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【居宅サービス条例（現行 】）

（指定居宅サービスの事業の一般原則）

第３条 （略）

６ 指定居宅サービス事業者は，地域包括支援センターから求めがあ

。った場合には，地域ケア会議に参加するよう努めなければならない

※下線部を次のとおり改正↓
【居宅サービス条例（改正案 】）

（指定居宅サービスの事業の一般原則）

第３条 （略）

６ 指定居宅サービス事業者は，地域包括支援センターから求めがあ

参加し，又は地域包括支援センターった場合には，地域ケア会議に

の行う包括的支援事業その他の事業に協力するものとする。
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４ 多様な手法を用いた評価

○基準条例

， 。自主評価だけでなく 多様な評価の手法を用いて評価を行うこととします

○対象サービス

居宅介護支援，介護予防支援

○条例の考え方

サービスの質の評価方法については，自主評価だけでなく，多様な評価の

， ，手法を用いることとし 様々な視点から客観的にサービスの質の評価を行い

より良いサービスを提供することを目的とします。

【居宅介護支援条例（案 】）

（指定居宅介護支援の基本取扱方針）

第１５条 （略）

２ 指定居宅介護支援事業者は，多様な評価の手法を用いてその提供する指

定居宅介護支援の質の評価を行い，常にその改善を図らなければならない。

《解釈通知（案 》）

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

２ サービスの質の評価及び成年後見制度の活用支援（基準条例第１５条）

基準省令解釈通知第二の３の(6)の次に次の内容を加え，(7)の表題中「基本

取扱方針及び」を削る。

(6)-2 指定居宅介護支援の基本取扱方針

① サービスの質の評価（第２項）

提供された指定居宅介護支援については，目標達成の度合い及びその効

果等や利用者及びその家族の満足度等について常に評価を行うとともに，

必要に応じて居宅サービス計画の変更を行うなど，その改善を図らなけれ

ばならない。

サービスの評価は，自ら行う評価に限らず，第三者などの外部の者によ

る質の評価など，多様な評価の手法を用いて，様々な視点からサービスの

質の評価を行わなければならない。

また，より良いサービスの提供のために，その評価の結果を踏まえ，常

にサービスの質の改善を図らなければならない。
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５ 成年後見制度の活用支援

○基準条例

成年後見制度の活用支援について追加します。

○対象サービス

居宅介護支援，介護予防支援

○条例の考え方

適正な契約手続等の支援の促進を図るため，必要に応じ，利用者が成年後

見制度を活用することができるように支援することを明記します。

【居宅介護支援条例（案 】）

（指定居宅介護支援の基本取扱方針）

第１５条 （略）

３ 指定居宅介護支援事業者は，必要に応じ，利用者が成年後見制度を活用

することができるように支援しなければならない。

《解釈通知（案 》）

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

２ サービスの質の評価及び成年後見制度の活用支援（基準条例第１５条）

(6)-2 指定居宅介護支援の基本取扱方針

② 成年後見制度の活用支援（第３項）

成年後見制度は，さまざまな障害により判断能力が十分でない者（認知

症高齢者，知的障害者，精神障害者など）の財産管理や介護サービスの利

用契約などを，成年後見人等が本人に代わり行うことにより，このような

者の財産や権利を保護し支援する制度である。

指定居宅介護支援事業者は，適正な契約手続等を行うために成年後見制

度の活用が必要と認められる場合（利用者自身では，各種契約，不動産・

預貯金等の財産の管理等が困難であり，利用者の財産や権利を保護し支援

する必要がある場合等）は，地域包括支援センターや市町村担当課等の相

談窓口を利用者又は家族に紹介する等関係機関と連携し，利用者が成年後

見制度を活用することができるように支援しなければならない。
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６ 研修の機会確保

○基準条例

研修計画の作成，研修の実施，計画的な人材育成の規定を追加します。

○対象サービス

居宅介護支援，介護予防支援

○条例の考え方

従業者の資質向上のために，研修計画を作成，当該計画に従った研修の実

施を義務付けます。また，安定した事業運営のために，計画的な人材育成を

事業者の努力義務とします。

【居宅介護支援条例（案 】）

（勤務体制の確保）

第２２条 （略）

３ 指定居宅介護支援事業者は，介護支援専門員の資質の向上のために，研

修計画を作成し，当該計画に従い，研修を実施しなければならない。

４ 指定居宅介護支援事業者は，従業者の計画的な人材育成に努めなければ

ならない。

解釈通知（案 》《 ）

第２ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準

４ 勤務体制の確保等（基準条例第２２条）

基準省令解釈通知第二の３の(12)の①（なお書きを除く ）は次のとおり読。

み替え，③の次に次の④の内容を加える。

① 勤務の体制等の記録（第１項）

（略）

④ 研修の実施及び人材育成（第３項及び第４項）

指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の資質の向上を図るために作

成する｢研修計画｣は，当該事業所における従業者の資質向上のための研修

内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに，

， ， 。個別具体的な研修の目標 内容 実施時期等を定めた計画を策定すること

なお，当該研修には，高齢者の人権擁護，虐待防止等の内容が含まれてい

なければならない。

また，作成した研修計画に従い，当該事業所内で研修を実施するととも

に，研修機関が実施する研修への参加の機会を確保するなど従業者の計画

的な人材育成に努めなければならない。
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